
業績好調な日本の造船「中手」  
今世紀に入って、 韓国、 中国に世界首位の座を奪

われた日本の造船業であるが、 直近では、 いわゆる中

手造船業を中心に業績が好調である。 「中手」 の主要

企業 （今治造船、 常石造船、 名村造船） の業績を見

ると、 2014 年 3月期までの 10 年間で今治造船は、 竣

工量が約 3.5 倍、 売上高は約 4倍に伸長した。 同じく

常石造船と名村造船の竣工量は約 2倍に、 売上高もそ

れぞれ約 1.5 倍に伸長するなど、 業績は大きく向上して

いる。 今治造船は 2015 年 1月 29 日、 400 億円を投じ

て、 香川県丸亀市に長さ 600m、 幅 80mの大型建造設

備の新設をすると発表した。 同社が建造設備の新設を

行うのは、 2000 年に西条工場を完成させて以来 16 年

ぶりとなる。 長らく構造不況業種と呼ばれてきた日本の

造船業の中で、 中手造船業が過去最高水準の業績を

築いた理由はどこにあるのだろうか。

構造調整を契機に躍進した中手 
さかのぼると、 日本の造船業は、 戦後から間もない

1956 年に竣工量で英国を抜いて世界一となったが、

1970 年代の二度のオイルショックを経て、 供給過剰の

「構造不況業種」 と認識された。 日本政府は、 造船業

は既に成熟産業であるとの認識の下、 1980 年と 1988

年の 2度にわたり構造調整を行い、 建造能力は国の指

導によって、 約 50％削減された。 大手造船会社 （三

菱重工業、 三井造船、 川崎重工業など。 以下 「大手造

船会社」 あるいは 「大手」） は、 国の指導の下、 建造能

力を削減し、 生産調整を進めた。 一方、 中手造船所の

対応は異なるものであった。 中手造船所にとって造船

業は生業であり、 またそれぞれの地域における主要な

地場産業でもあるため、 簡単に設備や人員削減を行う

ことはできず、 各社は能力維持を望んだ。 今治造船は、

操業維持が困難になった中小の造船所から設備 ･人員

を買い取った。 これにより集約が進み、 生産能力を削

減した大手と中手の差は縮まっていった。 1960 年には

大手造船会社のシェアは 90％で、 中手造船所は 10％

に満たなかったが、 1980 年以降、 大手のシェアは減少

し、 2000 年には 48％、 中手は 52％まで増加していた。

1990 年以降、 世界の造船業の外部環境に変化が生

じる。 中国をはじめとする新興国の経済発展に伴うエ

ネルギー資源や穀物、 工業製品の需要拡大によって、

世界の海上輸送需要が20年間で2倍以上に増加した。

そのことによって、 船舶需要も急速に増加した。 日本が

成熟産業と認識した造船産業は、 再び成長へ転じたの

である。

建造能力削減を進めていた日本に対して、1973 年に

造船業に進出した韓国では、1990 年代に主要企業 （現

代重工業、 サムスン重工業、 大宇重工業） が、 こちら

は政府の方針に従わず、 船舶需要の拡大を見込んで

積極的な建造能力の拡大に動いた。 こうして、 拡大す

る需要に応えた韓国造船業は、 受注量では 1999 年に、

竣工量では 2002 年に日本を逆転した。 また、 経済発

展に伴って、 急速に拡大した自国の海上輸送需要投資

と政府の産業育成策に乗って、 中国造船業も急速に拡

大し、 竣工量で 2009 年に日本を逆転、 さらに 2010 年

には韓国をも逆転した （図表 2）。 図表 3は韓国、 中

国が台頭し始めた頃からの、 主要な中手造船所と大手

造船会社の竣工量の変化を表している。 2000 年頃から

両者の竣工量に変化が表れている。 この頃、 大手造船

会社は、LNG船などの高付加価値戦略へ舵を切ったが、

韓国もまた同じ路線をとったため、 韓国との厳しい闘い

を強いられた。 このような経緯を経て、 大手の業績は横

ばいあるいは低迷した。 これに対して、 同時期、 中手

は国内企業の合併や海外での生産設備新設を行って

建造能力を拡張した。 これによって、 中手の竣工量は

大手を上回るようになり、 中手が日本造船業の主役に

踊り出ることになった。

中手造船の戦略と強み 
中手造船所はいかにして長い不況期を乗り切り、 日

本造船の屋台骨を支えるまでに成長したのだろうか。 一

つは、 各社が得意船種 ･船型に特化して、 その分野で

の競争力を追求してきた製品戦略にある。 各社は建造

に高度な技術を要さず、 船価も高くはないが、 安定した

需要のあるバルクキャリア （ばら積み船） を主力商品と

した。 バルクキャリアは海運市場で最も船腹量が多く運

用されているため、 ①中古市場で売買しやすい、 ②船

舶管理がしやすいなどの点から、 中手の主要な顧客で

ある日本の船主から安定した需要がある。 また、 船型や

装備の標準化が進んでいることから、 同型の船舶を繰

り返し建造することで、 設計の流用化、 部品の共通化、

製造における習熟効果、 資材調達における規模の経済

効果を得ることにより、 コスト競争力を高めていくことがで

きた。 中手造船所のバルクキャリア比率は平均して約 7

割で、 重工系の約 4割を大きく上回っている。 高付加

価値船の割合が高い韓国企業や日本の重工系造船会

社が重視しなかった市場に注力したのである。

二つ目としては、 「海事クラスター」 の存在がある。

中手の多くが本拠地とする瀬戸内海沿岸地域には、 造

船所、 製鉄所、 サプライヤー （舶用工業）、 船主、 金

融機関等の関連産業が集積しており、 極めて効率的な

サプライチェーンが構築されている。 そのため、 関係す

る各プレイヤーは緊密な連携を取ることができる。 さら

に、 日本には、 世界で上位を占める日本郵船、 商船

三井物産戦略研究所
産業調査第一室

　藤代康一

日本造船業の主役となった
中手造船所

造の動きが停滞している。 例えば、 これまで今治造船

の受注の 8割方は、 国内 （海運会社） 向けだったが、

直近では半分程度に減ってきているという。 バルクキャ

リアと国内海運を主力ユーザーに据えた戦略の見直しを

迫られており、 受注を確保するためには、 他船種市場

の開拓が求められている。

一方、 韓国造船業は、 高付加価値路線の中で注力

してきた FPSO（浮体式生産貯蔵積出設備）やドリルシッ

プ （船型掘削リグ） などの海洋構造物事業において、

工程管理の遅れなどから赤字を出し続けており、 一般

商船分野への回帰をうかがっているという。 そうなれば、

これまで正面から競合することの少なかった韓国企業と

日本の中手が競合する場面が増えてくることが予想され

る。 今治造船が 2015 年初めに発表した大型建造設備

の新設は、 台湾の海運大手エバーグリーンなどからの

超大型 （2 万 TEU） コンテナ船 13 隻の受注に対する

ためのものである。 大型コンテナ船市場では、 これまで

韓国企業が優位を保ってきたが、 今治造船は韓国に先

行してこれまで以上の大型船を建造することで、 コンテ

ナ船大型化の流れを先取りしようとしている。 そこには市

場の変化に対応するだけでなく、 ニーズの変化を読ん

で、 次の新しい流れを作り出し、 積極的に変化を取り込

んで、 新たな市場を創造していこうとする姿勢が見える。

図表 1. 国内企業別新造船竣工量（2014 年）

注 1：赤：中手造船所、青：大手造船会社
注 2：JMU（ジャパン マリンユナイテッド）はアイ・

エイチ・アイ マリンユナイテッドとユニバー
サル造船（日立造船、旧 NKK の船舶・海洋部門）
が合併して 2013 年に設立　

出所：KP DATA、IHS
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図表 3. 主要企業の新造船竣工量推移
（万総トン）
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図表 4. バルクキャリア（パナマックスサイズ）
　　　　の傭船料、受注量、船価と為替の推移
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図表 2. 日韓中の竣工量とシェア推移
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注：2014 年までは竣工実績（2014 年は速報値）。
2015 年以降は手持ち工事による竣工予定量

出所：日本造船工業会、IHS

それに伴う船腹需要の増減によって、 需要量と船価が

激しく変動する （図表 4）。 加えて、 受注から竣工まで

2～ 3年かかるため、 その間の為替変動リスクにもさらさ

れる。 このように大きな変動幅は、 造船業単独で乗り切

れるものではない。 海事クラスターは、 造船業界と一体

となってリスクを吸収する。 造船所と船主は、 多少海運

市況が厳しくとも発注する、 造船所は安い価格で受注

する、 など連携して需要と価格の波を分散してきた。 ま

た、 金融機関はこうした波が避けられないことを理解し

て、 長期の信頼関係に基づいて船主を資金面から支え

てきた。 こうしたリスクシェアや長期的取引に基づく顧客

やサプライヤーとの信頼関係は、 韓国や日本の重工系

造船会社の顧客 （船主） との関係と大きく異なっており、

これまで中手が激しく変動する市場で成長する大きな強

みとなってきた。

変化する市場環境 
これからもこの中手造船所の事業モデルは続くのだろ

うか。 既に述べたように、 中手造船所では、 バルクキャ

リアを中心として、 国内船主からの受注が多かったが、

その動きに変化が出てきている。 バルクキャリアは 2013

年の大量発注によって、 船腹過剰感が強まり、 直近で

受注が激減している。 また、 ここ 2、 3 年は国内海運業

者が船隊 （フリート） を縮小する傾向にあり、 新規建

三井、 川崎汽船といった

海運会社があり、 中手は

これらと国内の船主を介し

て強固な関係を築いてい

る。 海運大手 3社の船主

を通じた国内造船所への

発注割合は、 一時 8割を

超え、 安定需要で海事ク

ラスターを成長させた。 こ

のように、 部品 ・ 材料サ

プライヤーから最終ユー

ザーである海運業まで、

ほとんど全ての分野がそ

ろう海事クラスターは世界

に例がない。 韓国には、

材料や舶用機器などのサ

プライヤーは存在してい

ても、 需要家である巨大

な海運会社や船主はおら

ず、日本の海事クラスター

と比較すれば限定的なも

のである。
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